










　   








して主として Miceli ＝ Turnbull, Benito=Nuno1) などで見られるものの、日本法や大陸法など
に関する議論は手がつけられていなかった。本稿は不動産市場での取引への法ルールの影響が
どのようになされるかを統一的な不動産投資＝資産形成活動モデルのもとで検討している。
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1)　Miceli, T.J., H.J. Munneke, C. F. Sirmans, and G.K. Turnbull (2002). Miceli, T. J., C. F. Sirmans, and G. K.
　 Turnbull (1998). Miceli, T. J., C. F. Sirmans, and G. K. Turnbull (2000). Benito A. and C., Nuno (2005) 


































社会的要請が強く、最高裁は、昭和 2 9 年 8 月 2 0 日判決をはじめとして、民法 9 4 条 2 項を
類推適用し、あるいは、同条項と 1 1 0 条をあわせて類推適用し、一定の場合に取引者の信頼


















































































































































布から買い手が登場することを意味する。これは第 3 期の買い手が となるときである。
このときは所有者A と第 3 期の買い手 C との売買交渉がなされ、さきほどと同じく、全余剰
















　さて、第 2 期に の買い手が登場して、その買い手との売買交渉は成功し、取引は実
現するが、登記は直ちに行われない状態になると、あらたな買い手がまた資産価値について同
一の一様分布のなかから登場する。したがって、第 1 の買い手との交渉で実現した資産価格以
上の資産評価 をした第 2 の買い手が登場すれば、その買い手と売買交渉をし、価格 で交
渉が成立する。一方、第１の買い手との交渉で実現した資産価格以下の資産評価の第 2 の買い
手が登場すれば、第 2 の買い手とは売買せず、したがって、未登記の第 1 の買い手への資産移
譲で終わる。その間に買い手は登記するものとしよう。







































































































































































　（2）乙のために登記を申請する義務を負う第三者丙 ( 司法書士など ) は、その登記がないこ
とを主張することができない。
　人の登記を妨害したり、乙のために登記をしないといけない人 ( 丙 ) が、乙に登記をせず自










































































































































　図 8 はこうした観点を考慮した 2 つの法体系での資産形成の比較をしたものである。まず、
図には形式主義と公信原則のもとでの資産形成が不実登記の可能性の関数としてあらわされて
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